
　（別添３）

* 事前審査　（財務規則第６４条）

２月当初 公告の内容
　　　○工事概要
　　　○施工体制提案書提出者に必要な要件
　　　○施工体制提案を求める具体的な内容等
　　　○施工体制提案書を特定するための評価基準
　　　○参加表明書の作成等に係る事項等
　　　○施工体制提案書の作成等に係る事項等

提出する資料
　　　○参加表明書（様式３号）
　　　○参加要件資料（様式４号）
　　　○共同企業体協定書
　　　○共同企業体入札参加資格申請書
　　  ○共同企業体入札参加資格審査関係書類
         ・構成員の納税証明書（県税等未納がない）
         ・その他発注機関で提出（確認）を求める書類等
　(法定外労働災害補償制度加入書類-確認不可の場合は請求)

５日

(～２０日)

　（通知をした日の翌日から１０日（休日を含まない）以内）

（様式７－１号）

（様式７－２号）

提出する資料
　　　○施工体制提案書（様式８号）
　　　○施工体制資料（様式９号）
　　　　・配置技術者の資格
　　　　・手持ち機械(小規模維持工事のみ）　等
　　　　・総価及び施工単価（別紙様式１又は２）

１５日
(～２０日)

（様式１０）

    予定価格調書の作成
（2日目以降）

　（ホームページで公表－公表様式により評価結果を掲載）

* 事前審査　（財務規則第６４条）

掲示から

３５日

参加表明書等の提出期限

該当・非該当者への通知
(ＪＶの場合は入札参加資格付与）

事前
１０日
程度

建設部長協議・回答

１０日

参加要件調書の決定 建設工事請負人等選定委員会の審議

発　注　方　式　等　の　検　討

参　加　要　件　案　の　作　成

非該当理由の説明請求に係る回答

随意契約結果等の公表（閲覧）
(ホームページに公表様式により掲載)

施　工　体　制　提　案　書　審　査

予定価格調書記載額との比較

※予定価格調書は価格提案書比較時に
は開封しない。有効な提案価格（総価）か
否かは設計書より算出し確認・比較する

建設部長への報告(様式１１）

　（書面受理日の翌日から１０日（休日を含まない）以内）

発注機関の審議（様式５号）

説明請求・回答状況の建設部長への報告

複数年継続委託の基本協定書の締結

施工体制提案書審査結果表（価格以外点）の作成

参加要件資料審査
(ＪＶの入札参加資格要件審査）

施 工 体 制 提 案 書 の 提 出 期 限

非該当理由の説明請求

(～６５日)

施工体制提案書特定者の決定
(発注機関の長)

随　　意　　契　　約

失格基準価格相当額(別添４による算出額)
以上で最低の価格提案書の総価（施工単価
含む）を公表（開封会場にて）

見積経過書の作成

契約者の決定

施工体制提案書特定者への通知・見積書の提出依頼

見積提出書の提出、開封

建設工事施工体制評価委員会原則としてヒアリング

価格提案書（中封筒）の開封

施工体制提案書審査結果の公表（ホームページ）

必要に応じてヒアリング

必要に応じ資料作成等の説明会

   ホームページ公告開始（資料の収集）

（様式６ー１号、様式６ー２号）
（ＪＶの場合は入札参加資格付与通知）

（様式１２号、様式１３号）

小規模維持補修工事等に係る施工体制確認方式「複数年継続委託」の実施フロー

質問・回答終了

質問・回答開始



≪複数年継続委託の場合　次年度以降≫

次年度
１１月下旬

（様式１６）
１２月上旬

（様式１７）

* 事前審査　（財務規則第６４条）

３月上旬

３月末

工事等実施状況評価、所選定委員会での審査

工事等実施状況評価表の作成

評価結果の通知

見積書の提出依頼

※発注者が定める各工種の予定単価（税抜き単価）は、積算単価
（税抜き）に初年度における総価の見積額（税抜き）を乗じ、初年度
の総価予定価格（税抜き）で割って算出した金額を予定価格（税抜
き単価）として設定（下記に記載のとおり。）。
　各工種の予定単価（税抜き）
　＝　各工種の積算単価（税抜）×
　　　　初年度総価見積額(税抜）／初年度総価予定額(税抜)

随　　意　　契　　約
随意契約結果等の公表（閲覧）

(ホームページに公表様式により掲載)

　（工事等の実施）

（様式１４号）

見積提出書の提出、開封
予定価格調書記載額との比較

見積経過書の作成

契約者の決定


